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環境と防策

山ヤi4iヽけli t峰 物 的t析 ■Tl

小林  恭

は じむうに

先日,「 環境と防災Jと い うテーマで本誌

に何か書いてはしい, という依頼があり,引

き受けることとなった。

「防災Jと は読んで字のごとく,「 災害を

防止すること(広辞苑 )Jと いう意味 であり,

環境の保全や改幸とも関係がないことはない

が,こ れまでまともに 「環境と防災」という

切日で考えたことはなかったので,手 元にま

とまった資料もなく,考 察 もオリジナルに行

わなくてはならなかった。

また,一 言で 「防災Jと 言っても,「災年 |

の中には火災,地 震災害,崖 崩れ,洪 水など

様々な種類があるが,そ れらのすべてが消防

行政の範疇にあるわけではないので,筆 者が

あまり詳 しくない分野 もある。

そこで本稿では, 1環境と防災Jを 「環境

と火災及び火災対策Jと いう程度の意味に捉

えて,者 子の考祭を行ってみることとしたい。

1.環 境 と火災及び火災対策 との関わ り

環境 と火災や火災対策 との関わ りについて

は, 4つ の側面があると考えられる。

第 1は,火 災対策が火災による環境破壊を

防止するという側面である。

火災は,通 常,木 材等の有機物の株焼現象

であるから,大 量のC02を 発生させる。この

C02が 地球温暖化にとってマイナスの働 きを

することは言 うまでもないので,こ のことだ

け考えても,火 災対策は地球環境にとってプ

ラスの働きを持っていると言うことが出来る。

第 2は ,環 境対策が火災対策上もプラスの

働きを持 っているとい う側面である。

たとえば,広 い意味での環境対策である公

園や緑地の整備が,市 街地大火の防止に も役

立つなどとい うことであり,崖 崩れ防止や洪

水対策など火災以外にも広げて考えれば,環

境対策が防災対策にも有効であるのは当然と

言えるかもしれない。

第 3は ,火 災対策そのものが環境を破壊す

るかも知れない, とい う側面である。

たとえば消火剤の 1種であるハロン消火剤

は, フロンと同様,オ ブン層破壊に一役かっ

てしまう。従って,こ の意味では,火 災対策

が地球環境にとってマイナスの働きも持 ちう

ると考えなければならない。

第 4は ,地 球の温暖化防止などの環境対策

が火災危険を増すことも有 り得るため,環 境

対策と火災対策 との整合を取 らなければなら

ないことがあるという側面である。

たとえばクリーンエネルギーとして期待さ
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れている電気自動車の蓄電池の材料 として有

力な金属ナ トリウムは,火 災危険が極めて高

いため,環 境対策を推進する場合には,当 然

のことながら,火 災対策 にの配慮 も十分に行

わなければならない。

概観 しただけでも以上のような関係が考え

られるので,以 下, この 4つの側面について

もう少し詳 しく考祭 してみることとしたい。

2.火 災対策は環境対策にも有効

111 火災対策はC02の排出をどの程度抑制 し

ているか

1で も述べたように,火 災対策が(〕02の排

出抑制に効果があるのは当然であるが,そ れ

ではどの程度効果があるのだろうか。

まず,建 物火災について考えてみよう。建

物火災の焼損面積は¬戎元年で約1731千 mタ

(消防庁 火災年報 )であるから,建 物火災

によるC02の 排出量は,建 物の焼損面積 l m2

当りの可燃物の量がわかれば計算できるはず

であるが, これがなかなか難 しい。一日に

「建物」と言っても,住 宅から工場まで用途

が違 えば内部の可燃物量は様々であるし,構

造的に見ても木造と耐火構造では可燃物の量

が相当に違 うからである。

そこで,い ささか乱暴ではあるが, 十日本

の建物の平均的な可燃物量は(焼損面積でお

分の 1を占める )住宅の可燃物量で代表でき

る」と仮定 して考えることとすると,平 成元

年中に約21万 tの可燃物が火災によって燃焼

しC02を 空気中に排出 した,と 計算出来る。

(注】) 建物火災によって妹焼した,燃物hとの町定方
法 (1成 九41)

木地 (防 k木 地を合む )建寒物の焼損床山F積(市防 i
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材技術 セン ター ) 0 1 神 古 f

これは,消 防法や建築基準法などの安全対

策や消防活動などの火災対策を行ってきた結

果の数字であるから,単 純に考えれば, これ

らの対策が不十分だった場合に予想される数

字 とこの数字との差が,火 災対策によって排

出が抑制されたC02の 員となる。

(た 2) ちなみに,都 市構造や消防力が整備 されてお

らす 社会体制 も混乱か続いていた戦争直後の時代には,

市街地人火か颯レ:し,建 物焼損ごjtt tぅ現“サ)2倍 以 |で

あった (火災11報)。

呼|れ121イト   3 5 3 4千 n十

昭“1221‐   3 8 9 1千 rrr

当時の人口 (約,8市 万人)に比 べて現在υ)人[」十約 ]22

百乃人 )は約 16倍 であるから 火災対策が｀
白時のlt度

の ままなら,現 存の火災校 tr t末 際の 3倍 IIllにはなっ

ているはすであ り,防 災対策によって建物火災によって

燃焼する可燃物堂を 40万 1千,比減らしていると考える

こともできる。

しかし,よ く考えてみると, ことはそ う単

純ではない。建物は火災に遭わなければ,耐

用年数をまっとうして,や がて取 り壊され建

築廃案物 となる。この建築廃棄物は,焼 却さ

れたりJITめ立てに用いられたり出中に廃菜さ

れたりするが,焼 却されるものはもちろん,

埋め立てられたり廃菜されたりしたものも,

木材や天然繊維等は微生物によって分解 され,

長い目で見れば結局C02を 排出 してしまうと

考えられるからである。

従って,火 災対策によるC02の 排出抑制効

果は,建 物火災については,建 物の耐用年数

を(火災による被告が大きい場合に比べて )

長 くするという 「省資源J対 策 として効果が

あると考えるべきなのであろう。

この効果がどのくらいかを推計するのは難  
月メ 昂

しいが,平 成元年の建築物の焼損床面積が
/_ 1中と

うf
17Ⅲl千m“で着工建築物の床面積 269210千

mセ(建設省 建築統計年報 )の 06拷 程度で

あるから,建 物の耐用年数に対する火災対策

の貢献度もその程度のォーダーであると見る

のが妥当であろう。

人工の物件の火災による(〕0をの排出につい

建材片〕木材の■均比“ (一般的に'日いられる換算1古)

05

耐火構造)」刺!とこ(公 [¶色t)に 1日い',れる fttTl(t.

1材 と撤載rr燃物の合古 )い 総 生ヽ 十消防研究所 )

51S(7 ポ
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ては,い ずれも建物 と同様のことが言えると

思 うが,ち なみに最近件数が増加 している車

両火災についてみると,平 成元年の車両火災

件数は5744件 であり,国 内の車両生産台数

(輸出車両を除く)約 800万 台の07%程 度

に相当するので,車 両火災対策のC02排 出抑

制に対する貢献度も,建 物火災の場合 と同じ

様なオーダーであると考えて良さそうである。

これに対 して林野火災は,植 物が燃えて

C02を 発生させるだけでなく,火 災に遭わな

いでいれば光合成によってC02を 消費 して02

を生産 していた植物がなくなり,場 合によっ

ては荒れ地になってしまった りするので,長

い目で見ても,C02の 増加に直接影響 を及ぼ

すと考えられる。

林野火災は一般の人にはなじみが少ないか

も知れないが, 日本でもかなりの被害がある。

平成元年の林野火災の焼損面積は2117ha

であるが,建 物火災 とは異な り,気 象条件の

違いなどによる年毎の変動幅が大きく,平 成

元年までの 10年 間でも,最 低 1969h肋 らヽ

最高 7666haま で大きな差がある。 10年 間

の平均は4181haで ある(火災年報 )。

これに対して,森 林の伐採面積は判戎元年

で 200千 ha(農 林水産省 農林水産統計 )

であるから,火 災によって燃えてしまう林野

の割合は伐採面積の21%に あたり,建 物火

災に比べて,火 災の影響が 1桁 大きいと考え

られる。

(注 3)外 国では火災といえば林野火災を指す田も少

な くなく 半年以 上燃え続けるなと,絞 官 も!J本とはけ

た違 いに大きくなる場合もある。

例 :中 国大興安嶺の林野火災 (1987年 5月 6!J～

5'126日 )

純損面積  1000千 あと

米国 イエロース トーンIH立公園の林野火災

(1988年 6月 ヽ 11月 )

焼損面積  560千 ha

(2)火 災による煤塵等の影響

火災が発生すると,C02以 外にも,媒 塵な

どの比較的大きな空中浮遊物 からCO等 の気

体に至るまで,様 々な燃焼生成物が発生する。

小規模な火災の場合には,媒 鹿等は比較的

短時間のうちに地上に落下するため,局 地的

には大気汚染等を引き起こしたとしても,地

球規模の環境破顔 につながる恐れは少ないと

考えられるが,市 街地大火や大規模な林野火

災,巨 大原油タンク(日本で最大の原油タン

クは353千 klの容量がある)の火災のような

場合には,燃 焼の規模が極めて大きくなるた

め,媒 塵等が成層圏にまで吹き上げられ,地

上への直達 日射員を減 らすことが有 り得ると

考えられている。

らなみに,湾 岸戦争で発生 し,半 年以上も

燃え続けたクウェー トの油井火災の場合は,

1日当 り500万 バーレル(795千 kl)の

原油が燃え,ス スの発生量が 1日 当り10万 t,

その一部が成層圏まで上が り,今 年 (1990

年 )の末には北半球の平均気温を2度低める

(今冬の暖冬傾向から見ると, この予測はは

ずれているようだが ), と推測 した人 (ドイ

ツ マックスプランク研究所のパウル ・J・

クルッェン)もいるほどである。

このクウェー トの油井火災 くらいの規模に

なると,環 境に対する影響は極めて大きく,

比較的ひかえめな予想であるアメリカ国防省

ヨンサルタントのリチャー ド・D・ スモール

の予想でもぅ 1日当り200万 バーレル(318

千kl)の 原油が燃えて 1万 6千 tのススが発

生 し,煙 は最大 lk田まで上昇 して,(地 球規

模ほどではないにしても)湾岸諸国の環境に

重大な影響を与えるとしているのである。

(赤木昭夫 「クウェー トの油口火災J 
'91予

防時報 166)

これ らの数字は, 日本の 1日当りの原油消

費量約 508千 kl(通商産業省 通産統計′ヽン

ドブック)とか, 日本の建物火災による 1年

間の燃焼可燃物量の推計値 21万 t(前述 )な

どと比較 しても極めて大きく,C02の 排出量

に しても同様の規模であるから,消 火不能に

なった火災が環境破壊に及ぼす影響がどんな

に大きいかを,端 的に表 していると考えられ

る。
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(3)そ の他の燃焼生成物の影響

火災はコントロールされない燃焼であるか

ら,可 燦物が燃料 として消費された り産業物

がゴミ処理場で燃却されたりするコントロー

ルされた燃焼に比べて,環 境に悪影響を及ぼ

す燃焼生成物がより多く直接大気中に排出さ

れる可能性がある。

それ らの燃焼生成物の中には,COゃ 1l Cト

のように毒性が極めて強 く,火 災時に直接人

命を奪 うものがあることはもちろんであるが,

化学製品が身のまわ りで大量に使用されるよ

うになってきているので,短 期的局部的な毒

性物質以外にも,分 解されに くく長期間にわ

たって蓄積されて,長 い年月の間に地球環境

に悪影響を及ぼす物質が火災時に生成 されて

いないとは限らない。

火災の際にどのような物質がどの程度生成

するか, とい う点に関 しては各種の研究 があ

る。

表 1は,高 分子材料の主な燃焼生成ガスを

まとめたもの(守川時生 「火災時の有毒ガスJ)

であるが, さらに各高分子材料ごとに定量的

な値を求めた研究 もある。ちなみに,化 学工

業製品のうち生産量の多いポリエチレン(平

成元年生産畳2775千 t 通産統計ハンドブ

ツク), ボリスチレン(同 2011千 1),塩 化

ビニル樹】旨(同 1985千 t))ポ リプロピレン

(同 1756千 t)及び生産量は少ないがHCヽ

の発生量の多いポ リアクリロニ トリル(同602

千t(但 しアクリロニ トリルの生産量 ))に

ついて例示すれば,表 2の ようになる。

これ らの生成物が長期間分解されずに環境

中に留まり地球環境に悪影響を与える否かに

ついては今後の研究を待たなければならない

ようだが,上 記のような日常的に用いられる

化学製品の場合には,木 材や天然繊維等に比

べて著 しく妙な燃焼生成物が出来ているわけ

ではないようなので,住 宅や事務所 ビルなど

の通常の火災については,当 面そう心配する

ことはなさそうである。

ただ, これ らの研究は火災時の短期的な毒

表 1 各種高分子材料の主な燃焼生成ガス

物  質  名 発生 ガス (CO , C O Iを除 く)

セ リレ ロ ー  ス アクロレイン,ホリレムアルデヒド

低級,旨妨酸,アセ トアルテヒ ド

ホ リ エ ス テ ル アセ トアルテヒ ド,ベ ンゼン

絹 HCN` NH`, アセ トニ トリル

羊 毛 H C N ,  N H I ,  アセ トニ ト|リツレ!

硫化カルボニル. 碗 化水素

ナ  イ  ロ  ン NH アセ トニ トリル

ホリアクリロニ トリル H C N ,  アセ トニ トリル, アク リロ

ニ ト|′ル“ N H“

ポ リ ウ レ タ ン 問
　
ウ

Ｎ
，　

ン

ＨＣ
　
ベ

イソシアネー ト

ホ リ エ テ レ ン アクロレイン`ホフレムアルデヒト.

低級脂肪酸, メ テルアルコール

アセ トアルテヒ ド

ポ リ ブ ロ ビ レ ン アクロレイン ホルムアルテ ヒ ド

低 級8割方酸, メテルアルコール!

アセ トアルデ ヒ ド

ポ リ ス テ レ ン 一マノモ／
　
ン

レ
　
ゼ

テ
　
ン

ス
　
ベ

トリレエン

ボリメテルメタクリエート メテルメタクリレー ト,  アクロ

レイン

フ ェ ノ ー ル 村 , 旨フェ/― ルすベンゼン

メ ラ ミ ン 樹 脂 HCN, NH!

ユ  リ ア 樹  日旨 HCN, NH,

ホ リ 塩 化 ビ ニ ル HCι,ベ ンゼン, トルエン

フ  ッ  ソ 樹  脂 HF

i  l H ‖1 1 1 火災時″ヤデル■スJ l り.

性を念頭においてなされた面が大きいような

ので,長 期的な地球環境への影響 とい う観点

からの今後のウォッチングは必要であるかも

知れない。
一方,化 学工場や危険物施設等が火災にな

った場合には,住 宅や事務所 ビルなどの一般

的な建物が火災になるのと比べてはるかに危

険な燃焼生成物が発生する可能性があると考

えておかなければならないだろう。また,原

子力発電所や放射性物質の取扱施設が火災に

なると,放 射能汚染などの深刻な環境汚染が

発生する可能性があることも当然である。

もちろんこの種の施設が火災になった場合

の通常の危険性については十分に認識されて
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CO CO CHi C Hi C H CH CH― CH CH CH,OH CH、CHO「 イラ HCβ ベオ ン HCN NH 二うル E各帰

ポリエテレン

ポリスチレン

ポリ塩イしビニル

ポリブロビレン

ポリアクリロニトウル

| | ―
― ― ―

-  6 6  2 6  3 0  5 8

2 0   2 0  2 5    1 3    1 8  1 2  2 5  -  6 2   0  8 4  -

6 9 7 8 6 5 8 3 - ―― ― ― ― ― ―

<8 70  1 7   015j~ヤ 1 7 073 083  
-  -  030  -  230

2   2 5  1 5  2 1  2 1  3 3  2 7   -  4 8  5 6  7 9  3 9  -

7 3 2 3 4  0 6  0 7 9 0 2 7 4 - 2 0 - ――
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1トイi:式 I1l r rⅢlたりⅢ、x
燃r l未ィャ Ⅲリスキレン      う円熱 1`忙 7 0 0で ■気, |イiⅢ! 1 0↑!   ヽ よ| , 0  1 t r

ホリスチン以外の物l l   加オ1龍=〕 X■ ■々ヽ'キt  i t  2 2 0 m e  ケ よキ| ( ) l t r

表 2 代表的化学物質の燃焼生成物

お り,消 防用設備等を完備することはもちろ

ん,建 設される地域を限定 したり,住 宅や学

校,病 院等 と一定の距離を離 したりするなど】

様々な厳 しい安全対策 が取られているため,

(爆発,火 災等により死傷者が出る事故もな

いではないが )相当の範囲にわたって長期間

住民に危険が及ぶような事態は, 日本では発

生 していない。

しかしながら,近 代産業が扱っている化学

物質は極めて多様化 しているため, これ まで

深刻な事故が起きていないからといって油断

することは出来ない。

燃蛇によって〕短期的にも長期的にも環境

に重大な影響 を及ぼす恐れがある物質が発生

する可能性があると言われているものに,

PCB(ポ リ塩化 ビフェニール )がある。

PCBは ,耐 熱,1耐薬品性,絶 縁性にす ぐれ

ているため,コ ンデンサー, トランス等の絶

縁体,熱 処理用の熱媒体,印 吊けインクの添加

物等として広 く使われていた有機海素化合物

であるが,カ ネミ油症事件の原因となったこ

となどそれ自体の危険性が指摘されたため,

1972年 に製造中止になった。

この PCBは ,比 較的低い温度で燃焼させ

ると,同 じく有機塩素化合物であるダイオキ

シン(ポ リ塩化ジベンブダイオキシン)を発

生すると言われている。ダイオキシンは,分

子中の塩素の数によって 70以 上の種類
4J Xあ

る(そ のうち2-3-7-8四 塩化ジベンブダ

イオキシンは 「史上最強の毒物Jと 言われて

いる )が, ごく微量でも皮膚 ・内臓障害を引

き起こし,強 い発ガン性,催 奇形性 も有する

(「火災酷仰 1成物の■神:」(lⅢ防庁 r FJ謀瑞修)より作成)

など強力かつ多様な毒性 を持つ上,非 常に安

定な物質で水に溶けず半永久的に毒性がなく

ならないため,食 物連鎖の過程で濃縮される

おそれ もあると指摘されている(「現代用語

の基礎知識」 )。

従 って,変 電施設等の火災でPCBが 絶縁

油として用いられている トランス等が燃えた

場合には,ダ イオキシンが発生 し,従 業員や

消火活動を行 う消防隊員だけでなく,付 近の

住民にも校害を与え,鎮 火後 も現場付近一帯

が汚染されて使用できないとか,付 近の農作

物や水産物を汚染 して長期的に住民の健康を

餃むなどといった深夕1な環境汚染 を引き起こ

す可能性がある。

さいわい, 日本ではそのような事故が起き

る前に PCBが 製造中止になり,既 に使用さ

れ又は使用済みのものについては,高 度な処

理技術によって廃棄処理されたり,厳 重な保

管体制下におかれたりしているとい うことな

ので,過 度に心配する必要はないようである

が, この種の物質が今後も登場してくる可能

性は否定できないので,今 後とも注意を払っ

ていく必要があるだろう。

3.環 境対策は火災対策に有効か

(1)公 国や緑地の効果

環境対策を進めると火災対策上もプラスに

なるだろうか。水質汚染が改善された り空気

がきれいになったりすると,火 災件数が減少

した り火災による死者が少なくなったりする,

とい うことは残念ながらなさそうである(大
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気汚染により呼吸器系に障害があると火災時

に煙を吸い込んだ時にダメージを受けやすい,

などということはあ りそうだが,証 明は難 し

い )が, 1で も述べたように 「環境Jや 「防

災」という概念を少 に,広げて考えれば,様 々

な例が考えられる。

たとえば,市 街地環境改革の一環として整

備された公園や緑地が市街地大火防止のため

の防火帯として機能するとか,大 規模な都市

公園を大震火災時の避難地を兼ねて整備する,

などとV うヽことはよく行われているし, 行わ

れて当然である。

一般に樹木は,火 災に対 し,O枝 葉や幹に

多量の水分を蓄えているため燃えにくい】

②放射熱遮断,0熱 気流の上方拡散)`)飛 火

の補足,O延 焼防止等の防火機能を持ってい

るが,油 脂分を多く含む杉や松等は燃え易い

などという面もあるので(吉武孝 「森林の防

火機能 とIIE焼防止対策J ),樹 種を選んで街

路樹や庭木を整備すれば (表 3参 照 ),環 境

の整備と同時に延焼の防止も図ることができ

ることになる。

森林や緑地の整備は,土 地の保永 力を高め

るとともに地盤 を強化するので,洪 水や農崩

れの防止にも有効であり,防 災対策 全体に大

きな効果があると考えてよいだろう。

(2)石 育ボー ドと焼損面積

環境対策が火災対策に間接的に好影響を及

表3 植物の防火性

ぼした例として,脱 硫石膏が焼損面積を減少

させるのに効果があったとい う例がある。

原油には硫黄分 (S)が 含まれているので,

そのまま燃料として用いられると, SOxを

発生して酸性雨の原因になるなど大気汚染の

元凶となってしまう。このため,昭 和 40年

代以降は原油の精製 ・消費の過程で脱硫する

ようになったが, これにより大量の石膏

(CaS04)が 公害対策の副産物 として生産さ

れ,建 材 (石盲ボー ド)と して,大 量に用い

られるようになった。

石膏ボー ド自体は以前からあったが,昭 和

50年 代の初めに石青ボー ドを多用する北米

大陸の2× 4工 法が導入されたこと等もきっ

かけとな り,重 量感のある板厚の大きい壁材

が安価 (合板の価格に比べて 1/3)に 手に入

ること,乾 式工法で施工が早いこと,釘 や鋸

が使えるため施工が容易なこと,壁 紙に馴染

み易いことなどの特性が人手不足の時代に現

場の機人に支持され,昭 和 40年 代に建築基

準法の内装制限に関する規定が強化 されたこ

ともあって,建 物の内装材料として, アッと

いう間に合板の地位を奪ってしまった (図 1

参照 )。現在では,従 来鉄筋コンクリー トで

造っていた耐火建築物の間仕切 り壁まで石膏

ボー ドで造るようになっているほどである。

建物の内装 (壁や天丼 )を不燃性の材料

(石膏ボー ドは建築基準法上は「準不燃材料」)

(ri式子 「A林 の防大機市とと延十に'オli対策J)

防火力 種樹

大 イヌマキ ョウヤマキ,  コウヨウザン,  スグジイ,ア カガシ,  シラカシ`  タブノキ,

ャブニッヶイ,  モテノキ,  クロガネモテ!  ネズミモテ`  シヤリンバイすカナメモチ,

ヤマモモ タラヨウ,ツ / キ`類,サザンカ,モ ッコク,サ カキ,シ キミ キョウテクトウ,

サンゴシュ,マ サキ,ア オキ ヤツデ,ユ ズリハ1  ヒメユズリハ`カ ラタテ

中 ヒノキ,サ ワラ カラマツ
Ⅲ
Ⅲ イテイ, イテ ヨウ

中 マテ′`シイ,

ヒイラ■, ミスキ
キ
i イテジク

ネ
、 センタン・

,ユ リノキiキ リ.

ヒサカキ, トベラ、 イヌツゲェ クテナシ, アジサイ` ツツジ類,

ウノヽメガシ. カ シワ
4 .

アオギリ、ブラタナス,

ハコネウツギ

Jヽ カヤ, モ ミ, ホ フラ類1  タチヤナギ.  シダレヤナギ,

サクラ類Ⅲ ウメ カリン,  エンジユ, ニ セアカシア

スベリ シナノキ, バ ラ類、ハギ類 ニシキギ.  アセビ

アラカシ, ケ ヤ■,  クスノキ

フジキ,  カエデ類,  カキ, サ ル

貧危 アカマツi  クロマツ,  グイオウショウ,  ヒマラヤシーダー ス■,  タイサンポク キン

モクセイ,  シュロ,  マタケ.  オカメザサ クマザサ,  アズマネザサ  ウイービング,

ラブグラスⅢⅢ コシダ
ネキ

Ⅲ左料のホ使いは防大)Jが人さい ・=冬いア)1古菓 ‖準がtkb
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図 1 石背ボー ドと普通合板の生産量の推移

借m    、Aぁit_

図 2 火元建物の構造別の 1件 当た り焼損面積

(い件)

く)似た因果関係ではあるが,環 境対策が間接

的に火災対策にプラスの影響を及ぼしたと言

うことが出来ると考えられる。

い1 4 ) r i f !ボ ー ドの市空か大きくな り過またこと

第 2次 ォイルショック以降 1本の省オイル化が進人で,「

前のl r J‖ぃか威ったこと 硫賃分の 1 /イ〔ぃち( l r lか輸 人て

Iた こと争り)ため,現 Ⅲ 〔(■1比航 r出!だけ では N内J ) F i

行Ⅲ― 卜の科;空を満たすことが出来す,  半分近 くを輸代

にfR‐、てt るとし うこと〔ある。 ((lb+11iボートに北会)

4.火 災対策が環境 に悪影響 を及ぼす

場合

111 消火剤の環境に対する影響

火災対策が環境に悪影響 を及ぼすことがあ

るとすると,ど のような場合であろうかっ消

防自動車を運転すると排気ガスが出る,な ど

ということはもちろんあるが,消 防ボンプ自

動車やはしご付消防自動車等は合計 2万 4千

台程度であり, 日本の全自動車数の004%

程度のオーダーに過ぎないし,た とえ仮に全

国的に自動車の数を削減すべきである, とい

うことになった'し ても,消 防自動車は最後

まで削減の対象にすべきでないものの 1つで

あろう。こう考えると,火 災対策の中で最も

環境に影響 を及ぼ しそうなのは,火 災の際に

0 4 2 百万 m

9 9 8 百万 m

4 8 5百万 m

/~~

/
/
1 0 9 百万 m

年平
２平

元

(f11),いし合枚′)■Ⅲl ll i小町 小Ⅲlli米側 (

( 1 1 2 ) F i ‖f 十‐ 卜つ1 1 1 1 1  迪H l Ⅲ耗行「t  i l l t 十人J

で造ることは,火 災の拡大の防止に極めて有

効であるため,石 青ボー ドが内安材 として一

般的に使用されるようになった結果,新 築建

築物の比率の高い耐火構造や防火構造の建築

物については,1又12の ように,火 災 1件 当り

の焼損面積が頭著に改善された (このように

改善が進んだ原因としては,mt火 建築物につ

ぃては, この他に既存建築物に対する自動火

災報知設備やスプリンクラー設備の遡及適用

などの消防法の強化 も大きいと考えられるが,

防火構造の建築物については内装不燃化の効

果の方が大きいと考えられる ).

このように, 1風が吹|すば桶崖が儲る|に

2 0 9百万 円

一 ,ヽ7
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用いられ る消火剤かも知れない。

一般に,最 良の消火剤は,安 価で大量にど

こででも大手出来る 「水Jで あると考えられ

ているが, より少ない量で効率的に消火でき

るようにしたいとか,水 では消火できないと

か,他 の危険性が伴 うため水で消火すべきで

はない,な どの理由で,水 以外の消火剤が用

いられる場合 もある。

日本で用いられている消火剤を分類整理す

ると,表 4の よ うになる。 このうち,ノ ロヽゲ

ン化物系の消火剤の問題については十〕で詳 し

表 4 消火剤の種類と生産量

く触れるので,こ こでは省略すると,液 体消

火剤と粉末消火剤を使用 した場合にどの程度

環境を汚染する可能性があるか, とい うこと

が検討 しておくべき点となろう。

表4を 見ると, まず日につくのは界両活性

剤である。界面活性剤は合成洗剤等に添加さ

れている物質で,合 成洗剤とともに使用抑制

運動等の対象として時々名前が上がるが,環

境庁の 1公害の状況に関する年次報告 (平成

2年度 )J等 で見る限 り,環 境上特に問題が

ある物質にはなっていないようである。いず

名 称 成 分 年 間 生 産 曇

気

体

消

火

剤

不 燃 性 ガ ス

二酸化炭素

水本気

窒 素

一　

　

一　

　

一

ハ ロ ゲ ン 化 物

ハ ロン 2

ハ ロン 3 0

2 4 t ( 9 8 8年 )

|′66t( 9 8 8年 )

液

体

,肖

火

割

ハ ロ ゲ ン 化 物 ハ ロン240 2 46t(988年 )

水

水

;容

,夜

強 イし 斉|

浸 透 若1

アルカリ金属なとの塩類 (K2CO,等)の

水溶液

界面活性斉J水'容液

17k夕 (990年)

08k 2 ( 9 9 0年 )

,包

重白質加水分解物

重白質加水分解物 +界 面活性剤

瓶抑1号;螢暑暑暑暑[断
剤

1 4 4 3 1 2 9 9 0約

4 7 4 k′( 9 9 0年度)

4 8 6 k 2 ( 9 9 0年度)

回

体

'肖

火

斉|

粉 末

炭酸水素ナ トリウム

炭酸水素カリウム

リン酸塩類

炭酸水素カリウムと尿素の反応物

塩イしナ トリウム

硫酸 カリウム 硫酸アンモニウム

約 800t( 9 9 0年 度)

特 殊 固 体

l彰張ひる石

膨張真珠岩

乾燥砂

一　

　

一　

　

一

i卜1

f 卜2

1 i t  i !

i 1 1 1

小ロケン化物の■,lit i‖ⅢⅢ 十1i tち十1「′`口,fl仰対策枚|1公!i ttHi ri十!りによる。

小キヤ々キヤ打ヽ 1,人11,)11it十七 |11(け】ちIⅢ[れ会1刊(

也 ‖大キリの■h i■十よ  4 ‖ヽ1大ユ‖i  t iζl〕」(

村木 Ⅲヽ火ⅢⅢ) l  ⅢI‖‖ ‖1 いヽ人‖1  上すヽF I“(
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れにしろ,界 面活性剤系の消火剤の年間生産

畳は 1000t程 度で,合 成洗剤の94‖kt 界

面活性剤の 1065kt(い ずれ も平成元年度

通産統計ハンドブツク)の 01%程 度に過ご

ないて

強化液消火剤や粉木消火剤に用いられるア

ルカリ金属塩類や時確塩類,硫 確アンモニウ

ム等は,肥 料に用いられるなど日常生活でも

おなじみの物質で,環 境上特に問題がある物

質とは考えられないが,年 間化に員も18001

程度で,硫 酸アンモニウム(1722kt lml L)

の01%程 度,複 合肥料 (2971kt同 _L)の

006%程 度のオーダーである。

泡消火剤のうち, 1寅白質の加水分解物J

というのは耳恨れない言葉だと思 うが,油 面

を覆 って油火災を消火する容易に壊れない丈

夫な泡を発生させるための物質で,主 として

牛や馬の肺等から作 られるものである。類似

の物質は考えつかないが,天 然系の物質であ

り,■ 産量も多くないので,地 球環境に影響

を及ぼすなどという種類のものではないと考

えてよいだろう。

以上見てきたように,液 体消火剤と紛末消

火剤については,地 球環境への再影響, とい

う意味では特に問題はなさそうであるし,員

的にも他の用途に用いられる場合の01%又

はそれ以下の員であり,焼 損床面積の着工床

面積に対する割合 (06%程 度 )な どと比べ

ても,妥 当であると考えてよさそうである。

ただ,短 期的,局 部的に見れば,消 火や訂1

練に用いられた泡消火剤が下水に流れ込んで

河川の水が汚れた,な どという吉情は,消 防

の現場 レベルでは時々ある話であり,十 分に

希釈 してから処理する等,事 後の泡消火利の

処理方法等には,注 意を払っているところで

ある。

(21 ハロン消火剤とオゾン層の破壊

大気中に放出されたフロンガスが,分 解さ

れないまま長い時間をかけて成層口に達 し,

そこで強い紫外線によって分解され, これに

よって発生 したハログン(弗 素 (F),塩 宗

(Cl),臭 素 (Br)等 )の原子が触媒の働き

をしてォブン層を破壊するとか, オブン層が

破壊されると有害な紫外線の地上への熙射量

が増大 し,皮 膚癌や眼疾患等の増加や先疫力

の低下など人の健康に悪影響があるだけでな

く,■ 体系にも悪影響を及ぼす,な どとい う

理論は,現 在では既に常識になってお り,こ

の理論に基づいて,世 界的な規模でフロンの

使用抑制が行われ始めていることはご承知の

とお りである。

′ヽ ロンは,フ ロンと同様 ,炭 素 ((')と夕ヽ ロ

ゲン元素等からなる化合物 で,熱 によって分

解 され, これによって発生 した夕ヽロゲン原子

の負触媒作用により燃焼 を妨げる効果を持つ

ため,主 としてガス系の消火剤 として使われ

てきた。

ガス系の消火剤は,消 火剤 として水や泡消

火剤 を使えない火災 (電 気系統,コ ンピュー

ター,化 学薬品)美 術品,古 書等の火災 )の

消火に主として用い られる。この分野では古

くから(〕02が 用いられてきたが,C02は 空息

作用によって消火するため,現 場にいる人間

もを息 して死亡する可能性があ り,使 用方法

が難 しいとされている。これに対 してハロン

は,そ れ自体 も多少毒性がある上,熱 分解に

より弗素ガス (F2)や 塩素ガス (C12)等 も発

生するが,比 較的低濃度で消火出来るため

(,0をに比べて危険性が少なく, ガス系の消火

薬剤の中では比較的使用方法が易しい と言わ

れ,情 報化社会の進展に伴い, コンピュータ

ールーム等様々な場所で 「安全でクリーンなJ

消火薬剤 として使用 されるようになってきて

いた (図 3参 照 )。

ところが,オ ブン層の破壊に関する研究が

進むと,′ ロヽンもフロンと同様にォブン層を

破壊するlr能性があるとされ, しかも,そ の

力 (オ ブン層破壊係数 )は ,通 常のフロンに

比べて 3～ 10倍 にもなる (表 5参 照 )と い

うことが定説になって,フ ロンと同様,生 産

や消費 を段階的に縮小 し,西 暦 2000年 には

原則 として全廃することが国際的に合意 され
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図 3 ハロン使用量の推移

( ″ヽロン抑「い1策枝i l公と1会t i  h  l l

lり1 1文)

た (第 2回 モントリオール議定ギ十締約国会議

における 「オブン層を破壊する物質に関する

モントリオール議定書 (1987年 9月 )Jの 改

訂についての各国合意 (1990年 6月 ))。

日本におけるハ ロンの使用量は表 5の とお

りである。その大部分を占めるハロン1301

でも年間 1600tあ まりで, フロンの生産量

(1986年 で約 13万 t)の 1%強 であり, し

かも原則として火災にならないと使用されな

いものであるから,過 去に生産されたハロン

(ハ ロン1301で 1988年 までの累積約 1万

3千 t。表5参 照 )の大部分はまだ大気中に

放出されずに残っていると考えられる。従っ

て,現 在までのオブン層の破壊にハロンはあ

まり影響 していないはずであるが,長 い年月

の間には結局大気中に放出され,将 来のオブ

ン層の破壊に一役かってしまうと考えられ,

他の消火剤に比べて類似物品 (フ ロン)に対

する生産量の割合が 1桁大きいこと, オブン

層破壊係数を考えるとさらに 1桁影響度が大

きいことなどを考えれば,ハ ロンの使用抑制

に関する各国の合意は当然の措置であろう。

消防庁では, このような動きに合わせ,ハ

ロンの生産量と消費量を来年 1月 までに1986

年当時の量 (′ヽ ロン 1301で 約 1350t)に 戻

すとともに, 1995年 にはその 50%,2000

表 5 ハ ロンの使用量等

年には全廃することを念頭において,当 面の

抑制措置を示 している (平成 3年 8月 16日

付け消防予第161号 消防危第 88号 消防庁

予防課長,危 険物規制課長通知 )。

ハロン消火剤を使用 しなくなったからとい

って,火 災危険性や消火剤の放出による人命

危険性を増大させることは出来ないので,今

後,安 全で環境にも問題のない′ヽロン代替消

火剤を開発 していくことが世界的にも課題と

なっている。

5.環 境対策が火災危険を増す場合

一日に 「環境対策Jと 言っても,環 境にか

かる人間の行為は多面的かつ重層的であるか

ら,環 境にとって良かれと思って行った対策

が,思 いもしなかった影響を(当の環境自体

も含めて )各方面に及ぼすことは,十 分あり

(/1品rl ば跡
□

分 子 式
ォナン層張壊
係故 (00P十

イ葺  用   星

昭 千i63年 累    丼責

′ヽロン 2 CF CIBr 3 0 24 2t 1542t

ハロン 30 CF Br 100 1632 9t 12 676 5t

ハBン 2402 C F er 6 0 45 5 t 805 1t

(1 ■ヽ,|‖J‖'え|'(lnⅢlオ!i:―|‖||‖十JI'的 1丈|
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そうなことである。

そのような中で,環 境対策を行 うと火災化

険が増大する, というケースは,比 較的単純

であるから予渦1もし易く,対 策 も立て易いぃ

111 脱ガソリン自動車の火災対策

たとえば,電 気自動車の蓄電池として用い

られる金属す トリウムの問題がある。電気自

動車の蓄電池としては,従 来の鉛蓄電池のほ

か, ニッケル ・カ ドミウムタイプの蓄電池な

ど様々なタイフ
°のものが研究されているよう

だが,現 時′点で特に有望とされているものの

1つに金属す トリウム ・硫黄タイプの蓄電池

がある。

このタイプのものは,鉛 蓄電池に比べて単

位重量当り2～ 3倍 の蓄電能力があるが,消

隣法上金属ナ トリウムは第 ↓類 (自然発火性

物質及び禁水性物質 )の危険物に,硫 黄は第

2類 (可燃性同体 )の危険物に該当し,金 属

す トリウムを10K岳以上,硫 黄を100(R以

上貯蔵 し又は取 り扱 う場合はそれぞれ消防法

の危険物規制の対象となるなどぅ きわめて火

災危険の高い物質である,

特に金属ナ トリウムは,消 火のために水を

かけると激 しい発熱反応を起こし,同 時に爆

発性の水素ガスを発生するという性質を有 し

ているので,消 防活動上まことにやっかいな

しろものであり, このような金属す トリウム

を積載 した電気自動車が交通事故を起こして

道路上に金属ナ トリウムが散乱するようなこ

とを考えると,ガ ツリンなどと比べても】は

るかに問題が多いと考えられる。

もちろん, この種の危険性はあらか じめ分

かっていることであるから,安 全対策を講 じ

ることも可能であろうし,実 際に安全対策 も

含めた開発や研究がなされているようである

が,消 防活動なども含めた総合的な安
/1N性が

せめて現在のガソリン自動■並みになること

は,最 低限必要であろう。

ガソリン自動車の代替車として現在研究さ

れているものを見るだけでも,ア ルコール自

動車についてはアルコールの燃焼範囲が広い

ため条件次第では燃料タンクの内部で爆発す

る可能性がある (ガ ソリンは濃度が高過ぎる

と燃焼 しないので,燃 料タンクの内部で爆発

することはない )と か,水 素自動車について

は水素分子がタンクやパイプの構成材の分子

の間に潜 り込んで陀性frk壊を起 こし,水 素が

漏れて爆発の可能性があるなどといつた危険

性があると言われてお り, これ らが実用化さ

れるためには,自 動車そのものだけでなく,

燃料ステーシヨンや燃料輸送システムまで含

めた総合的な安全対策が,少 なくとも現在の

ガソリン並みのレベルになる必要があるだろ

う。

121 断熱性の向上 と火災危険

建物の断熱性の向上は,省 エネルギー対策

ひいては環境対策に大きな効果がある。建物

の断熱性 を向上させるためには,断 熱材 を用

いて外柱や屋根等の断熱性能 を上げるととも

に,建 物の密閉性 を向上 させることが必要で

あるが,両 者 とも建物火災の性状に大きな関

係がある。

断熱材にはグラスウールや ロックウール等

の不燃性のものもあるが,発 泡スチロール等

の可燃性のものもある。発泡スチロールの主

成分はポ リスチレンであるから, これが燃焼

すると,表 2の ような燃焼生成ガスが発生 し,

特に COが 大量に発生する。従 って,断 熱材

として発泡スチロールを使 った建物の火災で

は, CO中 毒による危険性が高 くなることに

なる。

一方密閉性 を向上させると,火 災の初期の

段階で確素の供給が不足することになる。こ

れは燃焼の拡大を遅 らせ,場 合によっては自

然鎮火することもあるなどプラス面 もあるが,

薫焼状態が続 き(〕02に 比べて COの 発生量が

多くなるとか,消 火のために ドアを開けると

急に確素の供給が増えて爆発的に燃焼が拡大

するバックドラフ ト現象が起きやす くなるな

どのマイナス面もある。また,密 閉性が高 く

なると,火 災発生時の物音が聞こえないとか

焦げ くさい臭いがわからないなど,火 災の発
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見が遅れがらになるとか,避 難誘導の放送が

聞こえないなどといった弊害も出てくる。

このように,建 物の断熱性や密閉性の向上

に伴い,火 災性状が変化 してきているので,

火災感知や避難誘導など火災初期における対

応についても,消 Fう隊の活動についても,従

来とは異なったハー ド両, ソフ ト面の対応が

必要になってきている。

このように環境対策は,今後多様な分野で様

々なかたらで推進されることとなると思 うが,

付随 して起こると考えられる安全 Lの問題に

ついても,当 然万合の対策が講 じられなけれ

ばならないと考えられる。

おわ りに

環境と火災や火災対策 との関係を4つ の側

面から見てきて言えることは,

tf)環 境対策 と火災対策 との関係はプラス・

マイナス両面があるが,プ ラス面の方が

大きい。

(' マイナスになる場合 もあるが,技 術的

に解決可能であ り,実 際に もその方向で

進んでいる。

0 畳的には,通 常は他の分野の 1%未 満

のオーダーの影響度であるが,林 野火災

の影響度はもっと高 く, またコントロー

ル不能になった火災やハロン問題のよう

に地球規模の環境破壊につながる場合 も

ある。

とい うことだと思 うが,産 業技術の進歩に伴

いさらに多様な物質が使われるようになる可

能性 く)あ り,一 方で環境対策や火災対策 も変

化 してい くであろうから,火 災対策に携わる

者として,今 後 ともこのような問題に継続的

に注意をはらっていきたいと考えている。
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SUMMARY

Prcparatory Process to UNCED

MORIYA,Masaru
Hcad Shiga Oticc ror【IN EI)lEl C Sh ga Prettctur41()ov●lnm●nt

This articlc outlines thc prcparatory proccss tO thC Unitcd Nations Confcrcncc on

Environment and Dcvclopment(UNCED)to bc hCld in Junc,1992,Rlo dc」aneiro,

Brazil The tssucs bcing discusscd at thc preparatory mcctings arc describcd in such a

manncr that signiftcant position diffcrcncc is crnphasized bct、vccn dcvclopcd countrics

and devctoping countries, c g conccrning additional financial rcsourccs, tranSfcr of

tcchnologics and forcst conscrvation Explanation is also givcn to thc cxpcctcd outcomes

Of UNCED,country rcports to be subnllttcd to thc third prcparatory mceting and NGOs'

P a r t i c i p a t i o n  i n  t h c  U N C E D  p r o c c s s

Rcglonal Coopcrativc lnitiativc A_Rainst Global Vヽarming

YACISHITA,ヽ 4asahartl
r)ircctor(Ftl■lrol and C()oPcratt()●I)1、、lo■ (,cじal Finviroて、lnent I)cParimlnt Enviro■ment Agcnc)

Countcrmcasurcs for Blobal 、varming takcn by dcvcloping countrics arc indispcnsable

form thc lon思―tCrm viewpoint Advcrsc eflccts of gioval warming wHi bc more serlous in

thosc countrics whcre social and cconomic infrtttructures arc fragile lt is important to

dra、v a stratcgy、vhich cnablc cach dcveloping country to attain sustainablc devclopmcnt

、vhilc taking ncccssary measurcs against global、varming Thc strategy should be bascd on

a survcy carricd out For individual country lt is also important to cstablish a systcm in

which dcvclopcd countrics support prolccts proposcd according to thc strategy To rcalizc

such an idca in the Asia and Paciflc rcgion, thc author introduccs an Asia and Paciflc

Rcglonal Coopcrativc initiativc AttainSt GlobalヽVarming

Global Conscnsus on Forcst Conscrvatiotl

I K E D A、 Y o s h i k a z u
A、lstant I)rヽector C()ntr(l and(o(),eration I)、、1)●(1()b■1 ln、ro■mtnt De,arl■lent Fnドtronl■●nt Agenc】

Bccausc of rapid dcforcstation of tropical forcst for dccadcs,therc have bccn intcnsivc

discussions on forcst conscrvatlon and its sustainablc managemcnt sincc 1980  1n

particular、intcinationai nc30tiation on、vorld―、vide forcst conscrvation htt bcgun through

U N C E D ( E a r t h  S u m m i t ) p r o c C S S  A t  t h c  s c c o n d  p r e p a r a t o r y  c o m m i t t c c  m c c t i n g  f o r

UNCED, it was agrecd that thc naturc of global conscnsus on forcst should be at

minimulll a non―lcgally binding authoritativc statcmcnt of principlcs  Ho、vcvcr, thc

discussion on thc substancc of global conscnsus had not startcd until thc third

prcparatory committcc mccting in last August Thcrc sccmcd to be a big gap in thc

position bct、vccn dCVCloping and dcvclopcd countrics concerning Financial assistancc

mcchanism
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Ncgotiation ftDr A Convcntlon on Blological Divcrslty

MIYOSHI、 Nobutoshi
A、s、lant I)rヽector VヽⅢdhに Pro(tction I)、ヽ、16● ■ヽlure Cdn、erHation Surcau「nvironmcnt A=enc】

By thc dccision 16142 of thc Govcrning Council or thc unitcd Nations Environmcnt

P r o g r a m m c ( tサN E P ) o n  3 1  M a y  1 9 9 1、t h e  l n t c r g o v c r n m c n t a l  N c 8 0 h a t i n g  C o m m i t t c c  f o r

a  C o n v c n t i o n  o n  B i o l o 8 i C a l  d i v c r s i t y ( l N C ) , w h i C h  i S  f o r m c r l y  c a l l c d  t h e  A d  H o c

Vヽorking GrOup of Lcgal and Tcchnical Experts on Blological Divcrsity,was cstablishcd

and thc third scssion ofthc INC、 vas convened in Madrid、Spain from 24」une to 3 July

1991 The next session of the comrnittcc wlll bC hcld in Nairobi、 Kcnya flom 23

Septcmbcr to 2 0ctobcr 1991 This cOnvcntion is expected to bc signcd on the occasion of

thc Unitcd Nations Confcrcncc on Environmcnt and Dcvclopmcnt in Brazllin Junc 1992

lntcgrating Environment and Economicst is lt Possiblc,and How?

KATO、 Hisakazu
【)isctor O“にc(‖()Hcr、cと、F nv ronmcnt■(()oPcr“古(】n(,loいo inHⅢonincnt DcParimCnt in、tro■ment Agenc】

Sustainablc dcvclopmcnt has bccomc a univcrsally acccptcd goal of cvery national

economy  ln ordcr to achicvc that goali cfforts to bcttcr intcgrate economic and

cnvirOnmental policics arc csscntial EconOmic Policy instruments such as taxations

charges、 dcposit―rcfund systcms, cmissions trading and other flscal mcasurcs are bcing

proposed, and incrcasingly applicd in somc countries、 as a means of achicving that

obJechvc through an cffccttvc usc of market mechanism in this rcport、the author ist

rcvic、vs thc history of developmcnt and dcbatc ovcr thc usc of economic instrumcnt s for

cnvironmental purposesi then dcscribcs thc on―going、vork ofthe OECD in this arca,and

cOncludes thatA■rhile grcatcr usc of markct mcchanism certainly nccds to bc pursucd and

cncouragcd ii should at the samc timc bc considcrcd in the wider pcrspcctivc of a

countryヽ environmcntal policy taking into account the necd for clcariy stated

cnvironmcntal _qoals and standards、 for strict cnforccmcnt of laws and rcgulations, and

thc nced for illstitutional support mcchanisms such as that providcd by Environmctal

lmpact AsscssmCnts

4ヽadagascar   Vヽondcrful Naturc

MINAMIKAWA、 Hidcki
D  c c t ( ) 1 0 1 ｀C e  o 「P u b i  c  R c l a t i s n 、M  i n 卜t e t 、ヽc c r s t a h a t 「n 、r o コm e n t  A F e n ぃ

At thc da、vn of hsitory,thc ヽ4adagascar isiand 、vas covcrcd、vith forest Thc oncc grccn

island is rcd in placcs、vhcrc thc latcritc soil is covcrcd only with a stumpy grass Forcst

areas rcprcscnt only 10 pcrccnt of thc island's surfacc Madagascaris a muscum ofliving

fossils Any animals could havc livcd thcrc、 yet thc best kno、vn are not round at all

Madagascar supports somc distlnctly unusual forms of animal Hfc、 rcfugccs ttom

prehistory、which sometimes makc thc country scem llkc a hugc muscum
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Rcport on Japan―Francc Confcrcncc on Amcnitics

SATO,Takafumi
Pianding and Coordination Division Piannin3 and Coordinatilli Bureau、Envtro■ment Agency

AIncnity is onc Of thc important categories of thc todayも cnvironmcntal administration

lt is very signiflcant for Japan and France to dccPcn mutual undcrstanding of their

pcrformancc in thc fleld of amenity Both govcrnmcnts have been proコ80ting the activitics

of thc“Amcnity in thc Urban Environmcnt"as a prttcct under the Japan―Francc Scicncc

and Tcchnology Cooperation Agrccmcnt,and havc mct cvcry year to discuss actual cttcs

and to exchange informatiOn sicnc 1985 The theme ofthc 7th confcrcncc,which was hcld

from 28 0ctobcr t0 2 November 1991 in」aparl),vas``Amcnity and Ecology in Urban

Areas:Concept and Practicc"

Thc Present Situation of Activitics of the San Francisco Bay Conscrvation and

DcvcloPmcnt COmmission

HOSONO,Hiroshi
D e p u t y  D i r e c t o r 、P 1 4 n n i n g  D t v lヽ o n  A i r  o u a i t y  B u r e 4 u  E ■v i r o n r n e n t  A 3 e n c y

Thc author rcvic、vs thc annual rcpOrt and rclatcd matcrials on thc activitics of the San

Francisco Bay Conscttation and Dcvclopment Commission Thc rcport clarirlcs such

points as thc proccdurcs conccrning regulatory activitics by thc prolcct typcs and rclation

bctwccn thc Bay Pian and the federal coastal zonc managcmcnt systcm Furthcr thc

report introduces thc dcaltngs、vith thc sca lcvcl risc probelms by the Commission

Environmcnt and Disaster PreventiOn

KOBAYASHl,Kyoichi
Fire DeFensc Attncy、Ministrv or Home AFfatrs

Relation between thc cnvironmcnt and disastcr prevention regarding flre is dual Thosc

afflrmative are flrc prcvcntion measures inhibiting gas emission such as C02 and grccn
belts prcventing spread Of irc Thosc ncgativc are halon extinguishant 、vhich destroys

020ne layer and clcctric motor vehicle battery using ignitable metallic sodium

Quantitahvc cnvironmental impact asscssmcnt of cach factor is icss than onc pcrccnt
Environmcntal cffcct of forcst nrc,howcvcr,is thc grcatcst and thcrc is thc possiblity that

thc rlrc rcsults in serious cnvironmcntal dcstruction causcd by uncontrollabcl big rlre or

halon As thc dcvclopmcnt ofindustrial tcchnology makcs morc varicty of dsks,thc closc

attcntion should bc paid on the relation bctwccn thc cnvironmcnt and disastcr prcvcntion
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